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　ＴＰＰ合意を巡って県内の生産現場では、備蓄米の運用や畜産の経営安定対策などを前提に、農産
物への影響は限定的で、米は影響ゼロとした国の影響試算に対し、内容を疑問視する声が相次ぎまし
た。このため、秋田県農協農政対策本部は東京大学大学院・鈴木宣弘教授に依頼し、県内における影
響試算を算定してもらいました。
　鈴木研究室グループは、２０１３年度の農業産出額１，７１６億円（生産額）を基準に、２１７億円から２８７億
円の減少が生じるとし、特に米は６８億円の減少が見込まれると発表。同本部は４月上旬から本格的に
審議に入るＴＰＰ協定について、県選出国会議員に十分な情報開示や精査を求めるとともに、国会決
議との整合性を検証するよう要請することを決めました。

推定結果の概要（鈴木研究室グループ発表）
①　秋田県の農業の生産減少額は、２１７～２８７億円程度と推定される。これは、国の試算方法を踏襲した場
合の秋田県の農業生産減少額の推定値７．１～１４．２億円の約２４倍にあたる。
②　農業の生産減少（２１７～２８７億円）による全産業の生産減少額は、約３３６～４４４億円と推定される。波及
倍率は１．５５である。
③　就業者に与える影響として、対象品目の生産に係る農業で約９千７百人～１万３千人、全産業で、約
１万１千人～１万４千人の雇用の減少が見込まれる。
④　県内総生産（ＧＤＰ）は、約１８８～２４８億円の減少となり、ＧＤＰを０．５４～０．７１％押し下げる。
　　※�秋田県のＧＤＰは、平成２５年度で約３兆４７７３億円（平成２５年度　秋田県県民経済計算確報）。なお、

ＧＤＰを０．５４～０．７１％押し下げるというのは、あくまで、農林水産業の生産減少による影響を総計
したものであり、ＴＰＰによって自動車産業に生じる生産増加などの影響は含まれていない。

⑤　生産減少、就業者数の減少を通じた家計消費の減少額は、約９２～１２１億円となり、ＧＤＰの０．５４～
０．７１％の低下のうち、０．２６～０．３５ポイントの寄与となる。
⑥　日本学術会議答申（平成１３年）によると、主として水田の持つ洪水防止機能、河川流況安定機能、地
下水涵養機能、土壌浸食防止機能、土砂崩壊防止機能、気候緩和機能の貨幣評価額の合計は５８，３４５億円
にのぼる。水田面積の３．７％程度が減少することに伴って、こうした多面的機能も３．７％が失われると仮
定すれば、その秋田県における喪失額は、１１５億円程度と見込まれる。
　　※平成２７年度７月１５日現在の田面積は全国で２，４４６千ｈａ、秋田県が１３０．４千ｈａ。

ＴＰＰ交渉参加前と大筋合意後の政府試算の変化
品　　　目 精算減少額

前回の試算 今回の試算
米 １兆１００億円 ０円

牛 肉 ３，６００億円 ３１１～６２５億円
豚 肉 ４，６００億円 １６９～３３２億円
鶏 卵 １，１００億円 ２６～５３億円
牛 乳 乳 製 品 ２，９００億円 １９８～２９１億円
リ ン ゴ ４０億円 ３～６億円
鶏 肉 ９９０億円 １９～３６億円
ラ ッ カ セ イ １２０億円 ０円
加 工 用 ト マ ト ２７０億円 １億円
林 ・ 水 産 物 ３，０００億円 ３９３～５６６億円

資料：農林水産省

鈴木研修室グループによる
秋田県の農業生産減少額
米 ６７．８億円

牛 肉 １４．３億円～２８．９億円
豚 肉 ８３．５億円～１３１．２億円
鶏 卵 １８．９億円
生 乳 ４．３億円
リ ン ゴ １２．２億円～１９．１億円
き ゅ う り １．１億円
ね ぎ ２．２億円
ト マ ト １．６億円
ス イ カ １．４億円
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